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１ 計画策定の趣旨及び位置づけ 

成年後見制度は、契約等の法律行為における意思決定が困難な方（認知症高齢者、知的障

がい者、精神障がい者等）について、家庭裁判所が選任した後見人等の援助者に、本人の意

思決定に対する代理権又は同意権や取消権を与えることで、本人の法律行為を支援するとと

もに、尊厳のある本人らしい生活の継続が図れるよう権利を守る制度です。 

成年後見制度には、本人の判断能力が低下した後に家庭裁判所が後見人等を選任する「法

定後見制度」と、本人が元気なうちに、本人が選定した任意後見人と契約を交わして定める

「任意後見制度」があります。また、市は、本人の身寄りがなく、親族による申立てができな

い場合に、成年後見の申立てを行うことができます。 

国は、成年後見制度の基本方針を定め、制度の利用促進に関する施策を計画的に進めるた

め、2016 年５月に成年後見制度の利用の促進に関する法律（平成 28 年法律第 29 号）を施

行しました。これを受け、本市では、同法第 14 条第１項に基づき、国の計画を勘案し、成

年後見制度の利用促進に関する施策の総合的・計画的な推進を図るため、宮崎市成年後見制

度利用促進基本計画を策定します。 

 

２ 宮崎市の現状 

本市の高齢化率は 29.5％（2025 年３月 1 日現在）となっており、今後も高齢化の進展が

見込まれています。また、認知症高齢者や療育手帳及び精神障がい者保健福祉手帳の所持者

も増加傾向にあり、成年後見制度を必要とする人も増えていくことが考えられます。 

一方、2024年 11月に実施した市民アンケートによると、成年後見制度について内容まで

理解している人の割合は 26.7％であり、今後、適切な制度の利用につなげていくためにも、

制度や相談先について周知が必要といえます。 

また、本市における 2024 年の法定後見の申立件数は 150 件（2024 年 12 月 31 日現在）、

制度の利用者数は 911 人（2025 年８月１日現在）となっており、成年後見制度の「補助」

「保佐」「後見」の３つの類型の中では、後見が最も多くなっています。近年、複雑な問題

を抱えた事例が増えており、福祉・司法の専門職団体や関係機関で構成されている「宮崎市

成年後見推進協議会（2024 年６月１日設置）」の委員からは、中核機関（後述参照）による

後見人支援をより一層求める意見が出されています。  
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●宮崎市の認知症高齢者数● 

 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023年度 2024 年度 

65 歳以上（人） 113,268 114,689 115,112 115,888 116,116 

認知症高齢者数※（人） 11,406 11,817 11,662 12,196 12,499 

割合 10.1％ 10.3％ 10.1％ 10.5％ 10.8％ 
資料：介護保険課（各年度末現在） 

※要介護認定者のうち認知症高齢者自立度Ⅱ以上の数 

 

３ 中核機関の現状 

（１）中核機関の概要 

中核機関は、成年後見制度の利用促進を図るために、地域における権利擁護支援体制の中

心となる機関で、地域内の各関係機関と連携し、広報、相談、成年後見制度利用促進、後見

人支援の４つの機能を担っています。 

具体的には、成年後見制度の利用を検討する段階、家庭裁判所への申立て段階、後見人等

が選任された後の段階に応じて、本人の意思を尊重し、身上監護を重視した支援を行います。

その中でも、宮崎市成年後見推進協議会の運営を通じて、成年後見制度に関する専門的な相

談への対応や、後見等の運用方針についての家庭裁判所との情報交換、受任調整を行い、日

常的に本人を見守る親族、医療・福祉、地域関係者等を支援しています。 

名称 宮崎市成年後見支援センター（2022 年３月 31日設置） 

設置場所 宮崎市（地域包括ケア推進課） 

設置目的 

成年後見制度の利用の促進に関する法律に基づき、認知機能の低下、知的障がい、

その他精神障がい等の理由により判断能力が十分でない者の権利や財産を守り、

安心して暮らせる地域づくりを目指すため、成年後見制度の利用促進を図ること

を目的とする。 

 

（２）取組状況  

① 広報 

市広報やリーフレットの配布、市政出前講座、認知症サポーター養成講座、地域包括支援

センター初任者研修等の機会を活用し、成年後見制度の周知を図っています。 
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② 相談 

本人、親族、民生委員、地域包括支援センター、医療機関、福祉関係機関、後見人等から

の相談を受け、必要に応じて、任意後見制度や成年後見等の本人申立てや親族申立てなどの

手続きを案内するほか、本人や親族による申立てが期待できない方については、市長申立て

などの適切な支援につないでいます。 

③ 成年後見制度利用促進 

宮崎市成年後見推進協議会を運営し、成年後見制度の利用促進に係る施策・計画について、

家庭裁判所との情報交換や中核機関の運営状況及び体制についての協議、市長申立てにおけ

る後見人等の受任調整を行います。また、親族以外の市民による成年後見人等である市民後

見人の育成や、成年後見人等の法人後見を受任している「権利擁護センターみやざき」の運

営を支援しています。 

④ 後見人等に対する支援 

本人が経済的な理由で後見人等の報酬を支払うことができない場合は、後見人等に対し報

酬の助成を行っています。また、市、市民後見人、家庭裁判所の３者による意見交換会を開

催し、活動上の課題を共有し、助言を行うなど、市民後見人の活動を支援しています。 

 

●後見人の報酬助成件数と助成額の推移● 

高齢者 2020 年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

助成件数（件） 116 126 110 99 127 

報酬助成額（千円） 17,633 19,985 18,530 16,613 21,812 

 

知的障がい 2020 年度 2021年度 2022 年度 2023年度 2024年度 

助成件数（件） ９ 12 13 20 19 

報酬助成額（千円） 1,616 2,441 2,792 4,026 3,740 

 

精神障がい 2020 年度 2021年度 2022 年度 2023年度 2024年度 

助成件数（件） 11 13 22 29 40 

報酬助成額（千円） 2,282 2,710 4,552 6,051 7,970 

資料：地域包括ケア推進課・健康支援課 
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●成年後見制度利用の支援ネットワーク● 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 市民後見人の現状 

市民後見人は、宮崎県社会福祉協議会が実施する養成研修を修了し、宮崎市社会福祉協議

会で法人後見支援員として経験を積み、必要な知識や技術を身につけたうえで、家庭裁判所

から選任されて活動しています。 

本市では、2020 年度に２人の市民後見人が誕生し、2024 年度には８人が活動しています。 

●市民後見人数の推移● 

 2020年度 2021年度 2022年度 2023 年度 2024年度 

新規 （人） ２ ２ １ １ ２ 

総計 （人） ２ ４ ５ ６ ８ 
資料：宮崎市社会福祉協議会 
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５ 課題 

（１）成年後見制度の地域連携ネットワークの構築 

権利擁護を必要とする人を早期に発見し、支援につなぐためには、本人に身近な親族や福

祉・医療、地域の関係者が日常的に本人を見守り、本人の意思や状況を継続的に把握し、対

応していく地域連携ネットワークをつくることが求められています。本市では、宮崎市成年

後見支援センターが中核機関として相談や支援を行っていますが、近年、複雑な背景を抱え

た案件が増加していることから、成年後見制度の利用開始前後を問わず、制度に関する専門

的な相談に対応できるよう、さらなる支援体制の整備が求められています。 

●成年後見人と本人との関係別件数の推移● 

 親族 弁護士 
司法 
書士 

社会 
福祉士 

社会福祉 
協議会 

行政 
書士 

精神保健 
福祉士 

市民 
後見人 

その他 
法人 

2020 年 16 32 19 44 10 ３ １ ０ ４ 

2021 年 19 16 15 45 ７ ６ １ ０ ３ 

2022 年 20 23 19 51 ６ １ １ １ ８ 

2023 年 18 32 10 45 11 ３ ０ ３ 13 

2024 年 23 20 19 60 11 ５ ０ １ 11 
資料：宮崎家庭裁判所統計に基づく概数 

※後見・保佐・補助開始事件及び任意後見監督人選任事件のうち認容で終局した事件を対象 

※１件の終局事件について複数の成年後見人等がある場合、それぞれの関係ごとに集計 

（２）制度についての周知 

判断能力が低下した際に、本人の権利利益が侵害されないためにも、制度に対して理解が

進むことが必要です。2024 年 11月に実施した市民アンケートによると、成年後見制度につ

いて内容まで理解している人の割合は 26.7％でした。また、制度の利用が必要になった際

の相談先については、36.9％の人が「わからない」と回答しており、制度や相談先について

の理解はある程度進んでいるものの、今後、成年後見制度の利用が増加することが見込まれ

ることから、今後も継続して周知していくことが求められます。 

●成年後見制度についての理解度● 

 

 

 

 

 

（単位：件） 

26.7 45.5 22.3 5.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

（n=1,385）

名前も制度の内容も知っている 名前だけは聞いたことがある

まったく知らない 不明・無回答

資料：第五次宮崎市地域福祉計画に関するアンケート（2024 年 11 月） 
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●成年後見制度に関する相談先の認知度● 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）後見人の確保及び活動支援 

約４人に１人が認知症になるとされる 85 歳以上の高齢者が今後増加することが見込まれ、

知的障がい者数、精神障がい者数も年々増加していることから、今後、成年後見制度の利用

を必要とする人も増えていくと考えられます。一方、専門的な知識や経験を有する成年後見

人等の確保は難しい状況にあり、今後制度を安定的に運用していくためには、専門職ではな

い市民後見人を育成する必要があります。また、成年後見制度に対する社会の理解が深まり、

法人後見を受任する法人が増えていくことも重要です。併せて、市民後見人が安心して活動

するための支援体制の整備や、制度に対する信頼を保つための成年後見人等の不正防止対策

も必要になります。 

●宮崎市における成年後見制度申立て件数の推移● 

（１月から 12 月までに申立てのあった件数） 

 2020 年 2021 年 2022 年 2023 年 2024 年 

総数（件） 129 112 130 135 150 

うち市長 

申立て件数 

高齢者 28 31 34 41 50 

知的障がい ３ ２ ２ ２ １ 

精神障がい ２ ５ ２ ６ ３ 

件数 33 38 38 49 54 

割合 25.6％ 33.9％ 29.2％ 36.3％ 36.0％ 

資料：宮崎家庭裁判所統計に基づく概数 
 

14.5 

9.0 

21.8 

18.3 

20.1 

11.7 

36.9 

1.4 

6.3 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

宮崎家庭裁判所後見センター

法テラス宮崎

宮崎市役所

地域包括支援センター

専門職（弁護士・司法書士・社会福祉士等）

宮崎市社会福祉協議会

わからない

その他

不明・無回答
n=1,385

資料：第五次宮崎市地域福祉計画に関するアンケート（2024 年 11 月） 
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６ 今後の取組 

（１）権利擁護支援の地域連携ネットワーク構築 

権利擁護支援を必要とする人が本人らしい生活を守るための制度として成年後見制度を

利用できるよう、本人に身近な親族や医療・福祉、地域の関係者が連携する「地域連携ネッ

トワーク」の構築に取り組みます。 

後見等開始前において、地域の中で権利擁護支援が必要な人を早期に発見し、必要な支援

につなぐことが重要です。そのため、身近な親族などが権利擁護支援を必要とする人に気づ

くことができるように、「地域連携ネットワーク」を通じて成年後見制度や相談窓口の周知

を図ります。また、身近な親族や福祉・医療、地域の関係者が、早い段階から本人と関わり、

適切な支援や相談窓口につなぎます。 

成年後見制度の利用を開始し後見人等が選任されるまでの間は、適切な受任者が選任され

るよう、本人に身近な親族や医療・福祉、地域の関係者が「チーム」となり、日常的に本人

を見守り、本人の意思や状況を継続的に把握するとともに、中核機関及び宮崎市成年後見推

進協議会と情報を共有し、受任者の調整を行います。 

後見人等が選任された後も、本人の自己決定権を尊重し、身上保護を重視した制度運用を

行うため、後見人と「チーム」とが連携し、日常的に本人を見守り、本人の意思や状況を継

続的に把握します。 

 

 
地域連携ネットワーク 

共通理解促進 多様な主体の連携 相談機能 

制
度
利
用 

検
討
段
階 

 

成年後見制度（申立方法・内容）

の周知 

 

相談窓口の周知 

 

連携・情報共有 

 

中核機関と相談支援機関との

連携 

 

任意後見制度や本人・親族から

の申立て等を案内 

 

他機関のサービス・相談窓口を案内 

成
年
後
見
等 

申
立
て 

 

本人の意思や状況を確認 

 

相談支援機関でのイメージ共有 

 

本人の意思や状況を相談支援

機関で共有 

 

受任者調整 

 

本人の意思や状況を把握 

 

申立費用助成 

後
見
人 

選
任
後 

 

本人の意思や状況を確認・把握 

 

相談支援機関でのイメージ共有 

 

本人の意思や状況を相談支援

機関で共有 

 

本人の意思や状況を把握 

 

報酬助成 
  

凡例 市：宮崎市 中：中核機関 家：家庭裁判所 専：専門職 本：本人 親：親族・家族等  

後：後見人等 チ：「チーム」本人を支援する親族、医療・福祉、地域の関係者 

市・中・チ 

市・中・チ 

本・親・市・中・チ 

市・中・専 

市・中・チ 

市・中・チ 

チ・中 

市・中・専 

本・親・市・中・チ 

中・専・家 

チ・中 

市・本・親 

チ・中・専 

チ・中・専 

チ・中 チ・中 

市・後 
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（２）担い手の確保・育成 

成年後見制度の利用が増加することが見込まれることから、安定的に成年後見制度を利用

できる環境を確保するため、宮崎県、宮崎県社会福祉協議会及び宮崎市社会福祉協議会が取

り組んでいる市民後見人の研修・育成・活用を促進するとともに、多様な専門職団体等に働

きかけ、受任体制の整備に取り組みます。 

 

（３）後見人等の支援 

親族後見人、専門職後見人、市民後見人等が日々の活動で直面する課題について、家庭裁

判所や専門職と情報共有する場や相談を受け付ける窓口を提供し、後見人の不安解消やスキ

ルアップにつなげます。 

 

（４）不正防止の取組 

成年後見制度における不正事案は、親族後見人等の理解不足・知識不足から生じるケース

もみられることから、地域連携ネットワークの構築や制度の周知により、不正の未然防止を

図ります。また、親族後見人を含むすべての後見人等を孤立させないよう、日常的に相談を

受けられる体制づくりに努めます。 

 

（５）苦情等への対応 

後見人等に関する苦情等を把握した中核機関は、苦情等に関する事情を十分に聴取・確認

し、必要に応じて家庭裁判所、専門職団体等と連携して、適切に対応します。 

 

（６）成年後見制度の利用促進 

成年後見制度の利用が必要な方を制度利用につなげるため、任意後見制度や法定後見制度

の利用について周知を図るとともに、成年後見制度の利用が必要であるにもかかわらず、本

人や親族による申立てが期待できない方に対しては、市長申立てを実施します。また、審判

申立費用や後見人等への報酬の負担が困難な方に対して助成を行うなど、制度利用の促進に

取り組みます。  
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